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K a d o m a C i t y

資料５

地方創生臨時交付金に係る事業の
効果検証について
・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金



事業数
(１)

交付額(円)
(交付対象経費)

令和５年度は、価格高騰対策がメインとなり、「電
力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金 (以下、
「重点交付金」 )」が増額されるとともに、低所得世帯
への支援のために、新たに「重点交付金 (低所得世帯支
援枠 ) (以下、「低所得世帯支援枠」 )」が創設された。
門真市では、「低所得世帯支援枠」で１事業、「重

点交付金 (推奨事業メニュー ) (以下、「推奨事業メ
ニュー」 )」で６事業、「通常交付金」で１事業を実施
した。

感染拡大防止とともに、感染拡大の影響を受けてい
る地域経済・住民生活を支援し、地方創生を図るため、
令和２年度から措置された交付金。
門真市では、感染拡大防止と経済再生の両立の観点

から、産業・教育・福祉・子育て・まちづくり等の分
野で総合的な取組を実施。

物価高騰の負担感が大きい低所得
世帯（住民税非課税世帯等）への
負担軽減を図る事業。
・１世帯あたり３万円給付

低所得世帯支援枠

対象
事業

新型コロナウイルスの感染拡大の
防止及び感染拡大の影響を受けて
いる地域経済や住民生活の支援等
を通じた地方創生に資する事業。

評価対象：１
対象外：０

推奨事業メニュー 通常交付金

エネルギー・食料品価格等の物価
高騰の影響を受けた生活者や事業
者に対し、支援を行う事業。

事業数
(６)

評価対象：６
対象外：０

事業数
(１)

評価対象：１
対象外：０

交付額（交付対象経費）：979,255,000円（1,023,573,691円）
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地方創生臨時交付金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金１

▶ 交付金概要

▶ 令和５年度の特徴

657,898,000

( 657 , 898 ,000)

307,071,000

( 347 , 219 ,146)

14 ,286 ,000

(18 , 456 , 545 )

実施事業



令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感
染症に移行したことを踏まえ、新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金の「重点支援地方交付
金」から新型コロナウイルス感染症との関連要件を除
き、交付金の名称を改めたもの。
交付対象事業の基本的な考え方は従前から変わらず、

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
生活者や事業者の支援を主たる目的とする事業となっ
ている。
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金２

▶ 交付金概要

事業数
(１)

交付額(円)
(交付対象経費)

物価高騰の負担感が大きい低所得
世帯（住民税非課税世帯）への負
担軽減を図る事業。
・１世帯あたり７万円給付

低所得世帯支援枠

対象
事業

低所得者支援及び定額減税を補足
する給付として、定額減税の実施
と併せて実施する一連の給付事業。

評価対象：１
対象外：０

推奨事業メニュー 給付金・定額減税一体支援枠

エネルギー・食料品価格等の物価
高騰の影響を受けた生活者や事業
者に対し、支援を行う事業。

事業数
(０)

評価対象：０
対象外：０

事業数
(０)

評価対象：０
対象外：０

1,441 ,808,000

( 1 , 441 , 808 , 000)

214,317,000 756,856,000

実施事業

交付額（交付対象経費）：2,412,981,000円（1,441,808,000円）

「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年11
月２日閣議決定）」対応として、「低所得世帯支援
枠」が、低所得者支援及び定額減税を補足する給付へ
の対応として「給付金・定額減税一体支援枠」が創設
された。
門真市では、事業者支援に活用できる「推進事業メ

ニュー」とあわせて、物価高から国民生活を守る各種
施策へ活用している。

地方創生臨時交付金
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地方創生臨時交付金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金１

交付額：979,255,000円

低所得世帯支援枠
657,898,000円

推奨事業メニュー
307,071,000円

通常分
14,286,000円

事業名 事業費(円)

低所得
世帯
対策

 物価高騰に伴う低所得世帯支援
給付金給付事業 670,945,092

コロナ/
物価
高騰
対策

 保育所等物価高騰対策支援事業 6,150,000

 給食運営事業 149,129,540

 介護保険事業所等物価高騰対策
支援事業 21,282,076

 障がい福祉事業所等物価高騰対
策支援事業 11,261,617

 かどまを満喫・カドマツーリズ
ムde商業振興事業 134,998,091

 医科・歯科・薬局物価高騰対策
支援事業 11,350,730

 保育所等給食費補助事業 18,456,545

交付額：2,412,981,000円

低所得世帯支援枠
1,441,808,000円

推奨事業メニュー
214,317,000円

給付金・定額減税
一体支援枠
756,856,000円

R5年度
実施事業 事業名 事業費(円)

低所得
世帯
対策

 物価高騰に伴う低所得世帯追
加支援給付金給付事業 1,441,808,000

R5年度
実施事業

７万円給付
３万円給付

交付額のうち、令和５年度の執行額は1,441,808,000円で、残額
は令和６年度に繰り越して充当する。

R6年度
実施事業

• 物価高騰対策支援給付金給付事業

住民税均等割のみ課税世帯への給付

新たに住民税非課税となる世帯への給付

こども加算

• 定額減税補足給付金（調整給付）給付事業

• かどまを満喫・カドマツーリズムde商業振
興事業

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金２
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地方創生臨時交付金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金１ ▶ 令和５年度実施事業

事業名 給食運営事業

総事業費
(充当経費)

149,129,540円 (149,129,540円)

概要

新型コロナウイルス感染症及び物価高
騰に伴う子育て世帯への負担増を踏ま
え、下記のとおり学校給食費の補助を
実施し、保護者負担の軽減を図った。
1. 保護者が負担すべき小中学校におけ
る１学期の学校給食費のうち、給食
物資の高騰に伴う学校給食費の増額
分を全額補助

2. 保護者が負担すべき小中学校におけ
る２学期及び３学期の学校給食費を
全額補助し、給食費を実質無償化

事業名 かどまを満喫・カドマツーリズムde商
業振興事業

総事業費
(充当経費) 134,998,091円 (94,849,945円)

概要

コロナ禍の物価高騰等に直面する生活
者支援及び地域経済活性化のために、
市内飲食店等を取りまとめた飲食店等
マップを作成するとともに、消費喚起
事業（キャッシュレス決済ポイント還
元キャンペーン／令和６年１月５日～
１月31日／還元率10%）を実施し、市
内外からの消費取り込みを図った。合
計119,532,749円分のポイントが利用者
に還元され、大きな経済効果を生んだ。
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地方創生臨時交付金

▶ 令和５年度実施事業

事業名 物価高騰に伴う低所得世帯追加支援給
付金給付事業

総事業費
(充当経費)

1,441,808,000円 (1,441,808,000円)

概要

物価高騰による負担増を踏まえ、特に
家計への影響が大きい住民税非課税世
帯に対する支援として、１世帯あたり
10万円を目安として、令和５年７月～
９月に実施した支援給付金（３万円）
に追加する形で１世帯あたり７万円の
現金を「プッシュ型」で給付する。

【支給対象世帯】
令和５年12月１日時点で門真市に住民登録が
ある者のうち、令和５年度分の市民税均等割
が非課税である世帯

新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金２

低所得者の子育て世帯
10万円／世帯

住民税均等割
非課税世帯
７万円／世帯

住民税均
等割のみ
課税世帯
10万円／
世帯

新たに非課税となる世帯
10万円／世帯

定額減税

調整給付

（年収）
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地方創生臨時交付金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金１ ▶ 令和５年度事業の達成状況

子育て
 保育所等給食費補助事業

 保育所等物価高騰対策支援事業

教育  給食運営事業

福祉

 介護保険事業所等物価高騰対策支援事業

 障がい福祉事業所等物価高騰対策支援事業

 物価高騰に伴う低所得世帯支援給付金給付事業

産業振興  かどまを満喫・カドマツーリズムde商業振興事業

危機管理  医科・歯科・薬局物価高騰対策支援事業

令和５年度実施事業（全８事業）のうち目標値を達成した事業は３事業

下線：目標値を達成した事業


